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概 要 
本稿は、生産財マーケティングをテーマに、取引・情報依存度と交渉力の問題に
ついて中国企業の事例を基に考察することを目的とする。一般消費財と異なり、企
業などの組織を対象とした取引を行う生産財マーケティングの分野では、取引依存
度や情報依存度の概念で企業間関係を説明する理論が提唱されてきた(高嶋・南
2006)。取引関係における依存度、すなわち企業が取引先に対する取引・情報依存
度が高い場合、その企業の取引先に対する交渉力は弱まり、利益が圧縮される。 
本稿では、これらの取引依存度や情報依存度に関わる日本の先行研究に依拠しつ
つ、社会・経済的条件の異なる中国鉄道産業の事例を分析することで、新たな学術
的・実践的貢献を得ることを目指している。 
中国の鉄道産業は、国家プロジェクトの一環として、五か年計画に基づく鉄道網
の整備が進み、現在ではマカオを除く、すべての省や特別行政区に広がっている。
中国の鉄道は国主導で建設されている一方、各都市の地下鉄やモノレールなどの交
通機関は各地方政府の計画に基づいて建設されている。本稿では、とくに軌道交通
オートメーション業界に注目し、軌道交通関連設備メーカーの凱発電気股份有限公
司(Keyvia)の事例分析を行う。 
本稿の構成は次のとおりである。まず第 1 章で本稿の問題意識を明らかにし、第
2 章で先行研究である取引・情報依存度の理論を紹介する。第 3 章では帝国データ
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バンクの 2 次データに基づき、日本の自動車産業の取引依存度について分析と考察
を行う。第 4 章は中国鉄道産業の事例分析である。第 5 章では、Keyvia の事例分
析における発見事項について理論的な観点からの考察を行う。最後に、第 6 章では
学術的・実践的示唆と今後の課題について述べる。 
本稿の学術的貢献として、取引・情報依存度の理論枠組みを基に中国企業の事例
を分析した結果、先行研究において取引依存関係についての理論はすべての生産財
企業にとって適合的ではないことがわかった。中国企業の場合、依存度だけでは完
成品メーカーと請負業者の関係をうまく説明できないためである。 
本稿の実践的示唆としては、今後Keyviaを始めとする中国の完成品メーカーは
取引依存度の上昇を恐れることなく、業界大手との取引を意識的に拡大することが
望ましいといえる。なぜなら、寡占化された市場では、業界大手との取引を拡大し、
ブランドの信頼性を増大させる方が有利だからである。中国市場においては、取引・
情報依存度とは別の論理で生産財マーケティングの戦略を構築し、実践しなければ
ならない。 
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第 1 章 はじめに 
 
生産財マーケティングは、ビジネス財を対象として行われる B2B マーケティン
グのうち、生産財を対象として行われるマーケティングである。生産財マーケティ
ングは、一般のマーケティングと異なり、顧客企業と販売企業との間の組織性と関
係性が強調される(余田 2011、23 ページ；高嶋 1998, 275 頁)。なぜなら、購買の意
思決定が組織的に行われることから、その意思決定プロセスを理解した戦略が必要
となるためである(余田 2011)。  
生産財の取引関係をとらえるうえでは、相互の依存度を検討することが有効であ
る。先行研究では、2 つの依存度が理論的な概念として提示されている。一つは取
引額に関する特定顧客への依存の程度を表す取引依存度であり、もう 1 つは技術関
連の情報などにおいて特定顧客への依存の程度を表す情報依存度である(高嶋・南
2006)。 
取引・情報依存度は、取引企業に対する交渉力の水準に影響する(高嶋・南 2006)。
すなわち、取引・情報依存度が高ければ高いほど、その企業の交渉力は弱まり、利
益が縮小するためである。したがって、取引・情報依存度を適切に管理することが
必要である。先行研究では、およそ以上のような議論がなされてきた。 
本稿の目的は、こうした取引・情報依存度の先行研究を参考に、社会経済的な経
営環境の異なる中国企業の事例を検討し、理論の適用可能性と実践的示唆を探るこ
とにある。具体的には、中国の鉄道産業を対象に、軌道交通オートメーションの生
産財メーカーである凱発電気股份有限公司(Keyvia)の事例分析を行う。 
以下では、まず第 2 章で先行研究を概観し、生産財マーケティングの組織性と関
係性という特徴を明らかにしたうえで、本稿が依拠する取引・情報依存度の概念に
ついて詳しく説明する。次に第 3 章では、取引・情報依存度の概念についての理解
を深めるために、日本の自動車産業における完成車メーカーと第 1～3 次サプライ
ヤーとの取引関係について、帝国データバンクの 2 次データを基に分析し、考察を
行う。 
第 4 章では、現地で実施した半構造化インタビュー調査を中心とする 1 次デー
タと独自に収集した 2 次的な資料に基づき、中国の軌道交通関連設備メーカー
Keyvia の事例分析を行う。第 5 章では、第 2 章の文献レビューから導かれた取引・
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情報依存度の概念枠組みに基づき、第 4 章の Keibvia の事例について考察を深め
る。最後に第 6 章では、本稿の発見事項に基づき、学術的・実践的示唆と今後の課
題について述べる。 
 
 
第 2 章 取引・情報依存度に関する先行研究 
 
第一節 生産財マーケティングの組織性と関係性 
 生産財マーケティングが一般の消費財マーケティングと異なる性質を持ってい
るのは、はマーケティングにおいて組織性と関係性が強調される点にある(高嶋
1998, 275頁)。 
生産財マーケティングの組織性とは、顧客企業と販売企業の間の部門レベルでの
関係性に注目するものである(高嶋1998, 275頁)。これまでの生産財マーケティング
研究では、買い手が消費者ではなく企業であり、購買の意思決定が個人ではなく組
織としてなされるという認識が重視されてきた。これは、生産財マーケティングの
分野では最も支配的な考え方であり、30年にもわたる研究の蓄積がある(高嶋
1998 ,2頁)。 
生産財マーケティングの組織性を考える場合、取引が組織として行われる際に購
買活動と販売活動のいずれもが組織としてなされるという点に注意が必要である
(高嶋1998, 4頁)。販売活動は消費財でも組織的になされるが、生産財の場合には、
購買企業と販売企業とが組織としてどのように結合するのかが問題になる。 
生産財マーケティングに特徴なもう1つの概念である関係性とは、マーケティン
グ戦略の主要な関心が関係構築と維持にあり、マーケティング活動が企業間関係を
ベースに展開されることを意味している(高嶋1998, 275頁)。消費財の場合は消費者
への直接的な働きかけが中心になるのに対し、生産財の場合は、製品の開発段階と
販売段階における活動が企業間の取引における顧客との関係に統合されて展開さ
れている(高橋1998,6頁)。言い換えれば、生産財のマーケティング活動は、日々の
取引活動の中に集約された情報交換としてとらえられる。顧客との長期的な関係が
持続しやすいため、開発と販売が一体化したマーケティング活動が可能なのである 
(高嶋1998、6頁)。 
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第二節 取引・情報依存度の発生原理 
第一項 取引依存度と情報依存度 
組織性と関係性を特徴とする生産財のマーケティングでは、顧客企業と販売企業
との間に依存関係が発生する。生産財の取引関係における依存度には、取引額にお
ける特定顧客への相対的な依存の大きさを表す取引依存度と、技術などの情報にお
いて特定顧客への相対的な依存の大きさを表す情報依存度との2つがある(高嶋・南
2006, 61頁)。この2つをまとめて、本稿では取引・情報依存度と称することにする。 
取引依存度は、販売依存度に比例し、購買依存度に反比例する。販売依存度とは、
企業が特定の顧客企業に依存する程度のことであり、購買依存度とは、その顧客企
業によって依存される程度のことである。したがって、取引依存度が高い場合ほど
顧客企業に対する交渉力は強まり、低い場合ほど弱くなるという関係が成り立つ
(高嶋・南 2006、61 頁)。 
 
出所) 高嶋・南(2006), 61 頁。 
図 1 販売依存度と購買依存度の関係 
  
たとえば、図 1 のように販売企業 A 社と顧客企業 Q 社が存在すると仮定する。
A 社は顧客企業 Q 社との取引が最も多い。したがって、A 社の Q 社に対する販売
依存度は高い。一方、顧客企業 Q 社は A 社から最も多く仕入れている。したがっ
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て、仕入れ額だけで考えれば、購買依存度は高い。ところが実は、Q 社は A 社で
はなく B 社や C 社から代替的に仕入れることができる状況であったとする。この
場合には、Q 社の購買依存度は低くなり、したがって、A 社の販売依存度だけが高
いことになる。その結果、顧客企業 Q 社は販売企業 A 社に対して強い交渉力を持
つことができる(高嶋・南 2006, 61 頁)。 
 生産財のマーケティングにおける依存度には、取引依存度に加えて、情報依存度
がある。情報依存度とは、製品開発や生産管理に関して、顧客企業が保有している
技術に関する知識や関する情報(以下、技術情報)を取引相手に依存する程度のこと
である(高嶋・南 2006, 62 頁)。 
前述の取引依存度と同様に、情報依存度も取引関係の双方向から考えることがで
きる。顧客企業と販売企業の二者関係でとらえた場合、技術情報に関して販売企業
が顧客企業に依存する程度が高いほど、逆に顧客企業から販売企業への依存度が低
いほど、情報依存度が高まり、顧客企業側の交渉力が強くなる(高嶋・南 2006,63 頁)。 
このように、販売依存度と購買依存度から成る取引依存度も、製品開発や生産管
理などに関わる技術情報の保有状況に関する情報依存度も、いずれも販売企業と顧
客企業の間の交渉力に影響する。次に具体的にどのような影響が生じるのかについ
て詳しく論じる。 
 
第二項 依存関係によって生じるリスク 
 前項で述べた取引・情報依存度が企業にとって重要な理由は、主として次の 3 点
で要約できる。すなわち取引条件の悪化、経営の不安定化、そして情報流出リスク
の 3 点である(高嶋・南 2006、65 頁)。 
まず第 1 に、これらの依存度は販売企業に対する顧客企業側の交渉力を決定し、
それが取引条件に反映されることによって、企業の利益に影響を与える。たとえば、
顧客企業に対する取引・情報依存度が高い販売企業は、厳しい条件の下で不利な取
引を行わざるを得ない。したがって、取引・情報依存度は取引条件の悪化をもたら
す。 
 第 2 に、経営の不安定化に関しては、次のような論理で説明できる。すなわち、
特定の顧客企業との依存関係が続けば、次第に他の顧客企業への転換が困難になる。
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その結果、戦略の柔軟性が失われ、環境変化に対応できなくなる可能性がある。そ
の結果、短期的には経営は安定しても、長期的には安定しにくくなる可能性がある。 
 最後に、第 3 のリスクとして、特定の顧客企業に依存することにより、その特定
企業との間で行われるコミュニケーションによる情報の流出リスクが挙げられる
(高嶋・南 2006、64-65 頁)。取引・情報の依存度が高まれば高まるほど、より多く
の情報を開示することになり、情報の非対称性が減ずることから、顧客企業に対す
る交渉力も弱まる可能性がある。 
 以上のように、特定の顧客企業に対する情報・取引依存度が高まれば、さまざま
な経営上のリスクをもたらすことになる。しかも、その依存度は、スパイラル的に
高まる可能性がある。次節では、高嶋・南(2006)を参考に、B2B 企業における製品
開発と営業という 2 つの活動において、依存度のスパイラル的増大がどのように生
じるのかについて述べる。 
 
第三節 依存度のスパイラル的増大 
第一項 製品開発における依存のスパイラル 
前節で述べたとおり、取引・情報依存度は経営リスクを増大させる。しかし、B2B
の販売メーカーにとって、依存度をコントロールすることはそれほど単純なことで
はない(高嶋、南 2006、67 頁)。なぜなら、いったん依存関係が形成されると、依存
度をコントロールする能力が次第に失われ、依存度がスパイラルのように増大する
可能性があるためである(高嶋南 2006、67 頁)。その理由として、取引特定的資源の
形成、すなわち企業の経営資源が特定顧客のために利用され、他に流用しにくくな
る点が挙げられる(高嶋南 2006、68 頁)。 
図 2 は依存度のスパイラル的増大が生じるメカニズムを表したものである。まず
図 2 の左下にあるように、重要顧客に対する取引依存度が高まる。すると、その顧
客企業に対して優先的に資源を投入する。その結果、さらにその重要顧客への取引
依存度が上昇し、取引も拡大する。そして、その重要顧客への取引依存度がいっそ
う高まる。このように、取引依存度の増大と取引特定的資源の形成が相互に強化し
あう形で、依存度はスパイラル的に増大し続けるのである。 
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出所) 高嶋・南(2006)、69 頁。 
図 2 依存度のスパイラル的増大 
次に、製品開発のケースで具体的に説明する。製品開発の場合、取引特定的資源
の形成は、たとえば、重要顧客すなわち取引額の大きい顧客企業に対する製品開発
投資を優先的に行う形で行われる。B2B 企業の場合、製品開発テーマが顧客企業か
らもたらされ、受注型で行うケースも多い。加えて重要顧客の場合には、長期的な
関係が形成されていることに加え、依存度が高まっていることから、顧客の提案す
る開発テーマに従う可能性が高い。 
その利点は、確実に商品化可能な技術や製品の開発が行われるという市場リスク
の低さにある。その結果、社内においても、そうした重要顧客を取引先として有す
る部門は、売上が安定し、収益もあがることから、有能な人材が集まりやすい。ま
た、製品開発には高度な設備や多大な費用を要することから、ヒト・モノ・カネの
経営資源が優先的に配分されることになる(高嶋・南 2006, 67-69 頁)。 
図 2 で示した依存度のスパイラル的増大のメカニズムがここで働き始めると、さ
らに重要顧客との間の製品開発活動が活発化し、いっそうの資源投入が行われ、さ
らに依存度が高まるという循環が生じる。これが好循環であるうちは良いが、前述
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のとおり、依存度の増大には 3 つのリスクがあった。すなわち、取引条件の悪化、
経営の不安定化、情報流出リスクである。これらのリスクは重要顧客との製品開発
活動においても同様に発生する。 
そこで、依存度を引き下げる、あるいはコントロールしながら、重要顧客との製
品開発を行う必要が生じる。しかし、取引・情報依存度が高い状況では、その他の
顧客との製品開発活動に経営資源を配分することが難しい。それにはおもに 2 つの
理由がある。 
第 1 に、重要顧客に配分された後の限定的な規模で資源配分を行わなければなら
ないためである。第 2 に、顧客企業との間でまだ十分に関係が構築されていないた
め、需要情報や取引量の不確実性が高く、市場リスクが高いためである。第 3 に、
それらの結果、市場リスクの高い新規顧客企業に対して、質量ともに十分なヒト・
モノ・カネを投入することができず、既存の重要顧客との製品開発が優先されがち
になる(高嶋・南 2006, 67-69 頁)。 
 
第二項 営業活動における依存スパイラル 
 同様のスパイラル現象は、営業活動においても見られる(高嶋・南 2006, 69 頁)。
すなわち、特定の顧客企業に対して取引・取引依存度が高い場合、その顧客企業に
対する営業組織の充実に重点が置かれるため、その他の顧客企業への資源配分が難
しくなる傾向がある。 
 言うまでもなく、営業組織の成果は売上や利益といった経営の成果に直結してい
る。重要顧客を担当する営業部門には、その重要性ゆえに、ヒト・モノ・カネが集
中する傾向がある。これが図 2 で示した営業組織における経営資源の優先的投入、
すなわち取引特定的資源の形成に当たる。さらに、B2B 企業では長期的取引が行わ
れるため、重要顧客との関係性は緊密になり、取引が増大する一方、顧客の需要情
報などの情報量も蓄積されていく。その結果、取引・情報依存度はますます増大す
る。 
 営業活動において、特定の顧客企業への依存度のスパイラル的増大を回避するに
は、新規の市場開拓をする営業組織が重要になる。言い換えれば、すでに重要な位
置づけにある特定の顧客企業に対抗できる、新規顧客を開拓・育成することが、依
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存度を下げる方策である。しかし、そのようなマネジメントは必ずしも容易ではな
い。理由は主に 2 つある。 
第 1 に、製品開発の場合と同様、必要な経営資源が質量ともに確保しづらいため
である。新規市場の開拓には、既存市場の維持と同等もしくはそれ以上に高い営業
能力が必要である。しかし、組織としての優先順位は、既に高い経営成果を挙げて
いる既存顧客の方に高く設定されがちである。従業員自身の業務としても、確実に
売れる顧客企業への営業の方が、よりリスクが低く魅力的だと認識されやすい。そ
れらの結果、経営資源は既存の顧客企業に優先的に配分され続け、従業員もそれを
支持し続けるのである。 
第 2 に、営業組織の問題は、実は製品開発にも影響する。なぜなら B2B 企業で
は、営業部門が獲得する顧客情報と製品開発は密接にかかわっているためである。
したがって営業活動において既存の顧客企業への依存度が高まれば、製品開発活動
もその顧客企業を中心に行われることになる。製品開発自体でも依存度のスパイラ
ル的増大が生じていたことに加え、営業とのかかわりが、それをさらに加速化させ
るのである(高嶋・南 2006、70 頁)。 
 以上のように、先行研究のレビューを行った結果、B2B 企業では、おもに製品開
発や営業活動において、取引・情報依存度のスパイラル的増大が生じうることがわ
かった。本稿では、高嶋・南(2006)の議論を基に、その理論がどの程度、現実に当
てはまるのかを考察していきたいと考えている。まず次の第 3 章では、2 次データ
を基に、日本の自動車産業における依存度の現状を確認する。さらに第 4 章では、
中国の鉄道産業を対象に、1 次データを用いた事例分析を行う。 
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第 3 章 日本の自動車部品業界に関する分析と考察 
  
第一節 完成車メーカーと 1 次サプライヤーの依存度 
 
本章では、帝国データバンクの資料を 2 次データとして用い、日本の自動車部品
業界に関する考察を行う。まず図 3 は日本の大手完成車メーカーの取引する 1 次
サプライヤー(図中では tier1 と表示)の企業数の推移を表したものである。 
このデータでは、大手完成車メーカーとして次の 8 社を取り上げている。すなわ
ち、トヨタ自動車株式会社(以下、トヨタ)、日産自動車株式会社(以下、日産)、本田
技研工業株式会社(以下、ホンダ)、三菱自動車工業株式会社(以下、三菱)、富士重工
業株式会社(以下、富士重工)、スズキ株式会社(以下、スズキ)、ダイハツ工業株式会
社(以下、ダイハツ)の 8 社である。 
 図 3 を見ると、スズキとダイハツの 1 次サプライヤーは 1990 年代から一貫して
増加していることがわかる。一方、他の 6 社は横ばい、もしくは減少する傾向にあ
る。とくに三菱自動車は大幅に減少していることが顕著である。このように、大手
完成車メーカーの 1 次サプライヤー企業数は減少し、集約されている傾向があるこ
とが読み取れる(帝国データバンク 2013)。 
一般社団法人日本自動車工業会のデータによれば、1995 年に日本の四輪車の生
産台数は 10,195,536 台であった。その後、自動車の生産台数増え続けたが、2009 年
に 7,934,057 台と落ち込んだ。これは前年の 68.5%に相当する大幅にダウンであっ
た。その後、2009 年から 2012 年までに徐々に回復し、2012 年の時点では 9,943,077
台に到達している1。 
こうした動向から、1 次サプライヤーの企業数は、景気の悪化により自動車産業
全体の生産台数が減少した影響で減少した可能性が高い。また、1 次サプライヤー
同志が合併し、企業数が減少しているケースもある。また、かつては 1 社専業であ
ったサプライヤーが複数の完成車メーカーに部品提供を行う傾向も加速化し、業界
全体としての集約化が進んでいることも指摘できる。 
                                                        
1 一般社団法人日本自動車工業会「四輪車生産台数」http://www.jama.or.jp/ 
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出所) 帝国データバンク(2013)「我が国自動車産業の取引構造に関する調査」。 
図 3 自動車大手メーカー8 社の 1 次サプライヤー数の推移 
 
第二節 完成車メーカーと 2 次サプライヤーの依存度 
 
次に、図 4 は大手完成車メーカーの 2 次サプライヤー(図中は tier2 と表示)の企
業数推移である(帝国データバンク 2013)。全体の傾向として、1993 年から 2012 年
の間、日産自動車以外ほぼすべての完成車メーカーの 2 次サプライヤー数が増加し
ている。かつ、増加率も拡大している傾向が見受けられる。 
前節で議論したように、1 次サプライヤーは集約化が進んでおり、1 社あたりの
企業規模の増大と企業数の減少が確認された。一方、本節で検討した 2 次サプライ
ヤーについては、日産自動車 1 社を除き、いずれも取引企業数が増大している傾向
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がある。この 2 つの状況を考え合わせると、1 次サプライヤーの取引における優位
性が高まり、価格交渉力が強くなっていることが予測される。 
 
 出所) 帝国データバンク(2013)「我が国自動車産業の取引構造に関する調査」。 
図 4 自動車大手メーカー8 社の 2 次サプライヤー数の推移 
 
第三節 完成車メーカーと 3 次サプライヤーの依存度 
さらに図 5 は、大手完成車メーカー8 社の 3 次サプライヤー(図中は tier3 と表示)
の企業数の推移を検討した結果である(帝国データバンク 2013)。図〇からわかると
おり、日産自動車と三菱自動車以外は、3 次サプライヤー企業数が増加する傾向が
ある。しかし、全体的に増加幅は大きく変わっていない。 
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出所) 帝国データバンク(2013)「我が国自動車産業の取引構造に関する調査」。 
図 5 自動車大手メーカー8 社の 3 次サプライヤー数の推移 
 
前節の 2 次サプライヤーに関する考察と考え合わせると、2 次サプライヤー数が
増えることによって、連動するように 3 次サプライヤーも相対的に増えていること
がうかがえる。しかし、一方で 1 次サプライヤーの集約化により、全体の取引構造
の中では、2 次サプライヤーとともに交渉力が弱く可能性が高いことも指摘できる。 
 
第四節 自動車部品産業における依存度の考察 
 
 以上のように、帝国データバンク(2013)の 2 次データを用いて、自動車部品産業
の完成車メーカーとサプライヤーとの依存関係を分析した結果、いくつかの興味深
い発見事項があった。表 1 は、本稿で依拠する取引・情報依存度の概念を用いて、
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大手完成車メーカーと 1 次～3 次サプライヤーとのパワー関係を整理したものであ
る。 
 厳密には、取引依存度を計算するには販売先と仕入先の売上情報が必要である。
しかし、そのような情報の入手は極めて困難であるため、本稿では企業数を代替変
数とし、パワー関係を考察している。また、帝国データバンク(2013)のデータから
読み取れるもっとも古いデータが 1993 年、最新データが 2012 年であるため、1990
年代までと 2010 年以降の 2 時点で比較することにした。  
 
表 1 サプライヤーの企業数の変化とパワーの変動 
企業群 
1990 年代まで 2010 年以降 
企業数 
パワー (交渉
力) 
企業数 パワー(交渉力) 
完成車メーカー → ↑ → ↘ 
1 次サプライヤ
ー 
→ ↗ ↘ ↑ 
2 次サプライヤ
ー 
→ ↘ ↗ ↘ 
3 次サプライヤ
ー 
→ ↓ ↗ ↘ 
出所)筆者作成。 
 
 表 1 からわかるように、1990 年代までは、完成車メーカーのパワーが圧倒的に
強く、1 次サプライヤーがやや対抗していたものの、2 次・3 次はパワーが弱まる
傾向があった。一方、2010 年以降は、1 次サプライヤーの集約が進み、取引先も分
散傾向にあることで、顧客企業に対する購買依存度が低下することから、相対的に
購買企業である完成車メーカーのパワーが減少する傾向にある。一方、1 次サプラ
イヤーと直接取引を行う販売企業側の 2 次サプライヤーは、購買企業である 1 次
サプライヤーの規模の増大により、相対的に依存度が高まり、取引を分散させるこ
とが困難であることから、パワーが低下する。3 次サプライヤーも、2 次サプライ
ヤーの弱体化とともに同様にパワーが低下する。 
 自動車業界は一大産業として常に変化し、また景気に影響されやすい業界と言わ
れている。1990 年代までは、比較的業界が安定していた時期であった。しかし、
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1990 年代から 2010 年代にかけて、完成車メーカーに対してサプライヤー数が激し
く変化し、相対的に不安定な時代になっている(帝国データバンク 2013)。 
 具体的には、日産の系列の解体やダイハツのトヨタグループ入りなど、完成車メ
ーカーの変化が自動車部品サプライヤー数の変化に直接的に影響している。しかし、
より大きな要因は、自動車メーカー各社のグローバル化である。 
大手自動車メーカーは 2000 年代以降、海外における現地生産を加速化させた。
2007 年には国内の生産台数が海外の生産台数を初めて下回り、海外シフトが顕著
になった。それにともない、サプライヤーも完成車メーカーとともに海外に進出せ
ざるを得ない状況になっている。 
しかし、多くのサプライヤーにとって、海外進出のハードルは高い。一定の企業
規模とノウハウが必要であるためである。1 次サプライヤーの集約化には、こうし
たグローバル化も 1 つの要因となっている。海外に進出できなかった企業は消滅
し、あるいは他の企業に吸収され、生き残った 1 次サプライヤーはそれによってま
すます増大化する。 
このように、大手完成車メーカー数が変動しない状況の中、日本の自動車部品産
業において 1 次サプライヤーは集約化により企業数が減少するとともに、取引も系
列取引から自由取引に移行した。さらには海外進出によって自動車メーカーとの取
引も増加した。これらの要因は、いずれも 1 次サプライヤーの交渉力を強化する方
向に働いた。なぜなら、顧客企業である完成車メーカーへの取引・情報依存度を低
下させたためである。 
以上のように、取引・情報依存度という理論枠組みは、自動車部品産業における
1 次サプライヤーのパワー増大を説明するうえで有効であることが確認できた。次
章以降では、本稿の独自の事例として、中国鉄道産業に注目し、取引・情報依存度
という理論枠組みの有効性を検討していくことにする。 
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第 4 章 中国鉄道産業の事例分析 
第一節 研究の目的と方法論 
本稿の目的は、取引・情報依存度(高嶋・南 2006)の理論枠組みを基に、社会的・
経済的条件の異なる新興国である中国の事例を分析し、その有効性を確認すること
にある。分析対象としては、中国の天津市に本社を置く凱発電気股份有限公司(以
下、Keyvia と略す)を取り上げる。 
Keyvia は中国の鉄道のうち、おもに軌道交通関連設備の B2B メーカーである。
本稿で Keyvia について研究する理由は、同社にまさにそういった依存問題が潜在
しており、数多くのステークホルダーから指摘されているためである。 
Keyvia は 2000 年に中国天津市を拠点として設立され、中国全土にビジネスを展
開し、中国の鉄道や都市軌道交通事業の急速な成長とともに会社も成長してきた。
規模が拡大している一方で、同社はさまざまな問題にも直面している。とくに経営
リスクの前でどう行動すべきなのかを経営陣が常に考えている状況にある。特定の
顧客企業に取引や情報が依存しているという問題もそうした経営課題の 1 つであ
る。 
事例研究の方法論としては、おもにインタビュー調査と 2 次データの分析を行っ
ている。インタビュー調査は 2016 年 10 月に中国にある凱発電気(Keyvia)の本社を
訪問し、経営幹部 3 名を対象に、半構造化深層インタビュー調査を実施した。 
インタビューの実施に当たっては、まず広報部門の責任者にコンタクトを取った。
取材対象者とアポイントを取り、訪問する前に、あらかじめ過去と現在の Keyvia
の取引情報について 2 次データで調査し、取引に関する Keyvia の歴史や取引プロ
セスなどに関する質問を作成した(川上 2005)。ただし、インタビューの実施時には、
用意した質問に限らず、話の流れに応じて、適宜、質問内容を柔軟に変更した。イ
ンタビューの内容は、録音および筆記記録として残した。インタビューの実施時間
は平均すると 1 時間から 2 時間である。 
ただし、Keyvia は従来の取引関係を維持することで、近年も業績は順調に伸び
続けている。したがって、本稿の関心である取引依存問題は潜在しているものの、
いまだ顕在化はしていない。したがって、一般に公開されている入手可能な 2 次デ
ータからは十分な情報が得られない。そこで本稿では、インタビュー調査から得ら
れた 1 次データと 2 次データとを参照し、事実関係を確認しながら事例分析を行
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っている。 
以下では、まず中国鉄道産業の概況について紹介したうえで、Keyvia の事例に
ついて詳細に述べることにする。 
 
第二節 中国鉄道業界の概況 
第一項 中国の鉄道業界 
中国に初めて鉄道が開通したのは 1876 年のことである。建設したのはイギリス
の資本財団ジャーディン・マセソンである(金・徐 1986、1 頁)。上海から吴淞まで
総長 15 キロの吴淞鉄路であった。この鉄道は当時の清政府による許可を得ずに建
設されたため、翌年の 1877 年に政府によって買収され、廃線となった。しかし、
これがきっかけとなり、その後、中国も鉄道の時代に入ることになる(金・徐 1986)。 
当時の主要な運送手段は船と鉄道のみであったため、陸路は鉄道を握れば経済の
命脈を握るに等しいとされるほどであった。また、当時の中国は政治力と軍事力が
相対的に弱く、世界各国による経済的・軍事的侵略が頻繁に行われていた。そのた
め、鉄道をめぐっても争奪や戦争がしばしば発生している状況であった。中華民国
の時代においても、第 2 次世界大戦による中国と日本の鉄道争奪戦が発生した。 
現在の中華人民共和国の鉄道は、中国の国家プロジェクトの一環として、五カ年
計画に基づいて事業化されている。建設投資額や建設距離は交通省によって発表さ
れ、その発表に基づき、主に中国鉄路総公司が建設している。とくに近年、高速鉄
道の建設が進んでおり、中国政府は 2020 年までに総延長 16,000km の高速鉄道網
の整備を予定している。この中長期鉄道網計画に基づき、2009 年から 2012 年まで
の 3 年間に毎年 6000 億元(約 8 兆円)以上を投資した2。2020 年までには総計約 5 兆
元(約 65 兆円)以上の投資が計画されている。 
 中国では、長距離輸送・移動において最も多く用いられるのが鉄道である。鉄道
事業は，1949 年 10 月の建国時に設置された鉄道部以来，国務院の鉄道部によって
運営されてきたが、2013 年 3 月 14 日、全国人民代表大会での承認を経て設立され
た国有企業の中国鉄路総公司に移管された。2015 年末には、鉄道の総営業距離は
121,000km に達し3、規模ではアメリカに次ぎ、世界第 2 位といわれている。 
                                                        
2 国土交通省ホームページ http://www.mlit.go.jp/kokusai/kokusai_tk1_000089.html 
3数据解读|2015 铁总投资 8238亿 总里程超 12 万公里 http://railway.china.com.cn/2016-
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中国では、大都市の市内の鉄道を除き、ほとんどの路線の運営母体は中国鉄路総
公司であり、事実上の国鉄となっている。鉄道網は八縦八横と呼ばれる幹線をはじ
めとして、国内縦横に張り巡らされている。2016 年現在、マカオを除き、すべての
省や特別行政区に広がっている(図 6)。また 2015 年の時点で、貨車 72.3 万両、客
車 6.5 万両、機関車 2.1 万両が保有されている4。 
 中国では中国鉄路総公司が運営する鉄道のほか、地下鉄やモノレールなどの中国
都市軌道交通がある。これらは、各都市の国営運営会社によって運営および管理さ
れている。この中国都市軌道交通は、建設も各地方政府が主導している。とくに近
年、 各都市の地下鉄やモノレールなどの成長が目覚ましい。2016 年現在、43 の都
市でおよそ総営業距離 8,600 キロの建設が計画されている。そのうち、2015 年まで
にはすでに 3,400 キロの路線が運営され、年度投資総額はすでに 3000 億元までに
上っている5。 
                                                        
01/17/content_37595624.html 
4 2015 年铁道统计公报  
http://www.moc.gov.cn/tongjishuju/tielu/201603/t20160314_1999755.html 
5发改委:我国城市轨道交通已通车 3400 公里 年投资 3000 亿元 
http://finance.china.com.cn/news/20160908/3897764.shtml 
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出所) Wikipedia  URL: https://ja.wikipedia.org/wiki/中華人民共和国の高速鉄道 
図 6 2016 年における中国の鉄道網 
 
 このように、中国の都市部以外の鉄道網は国主導で建設されている。一方で、各
都市の地下鉄やモノレールなどの交通機関も、各地方政府の方針に基づいて計画さ
れ、建設されている。 
中国の鉄道事業における最大の特徴は、元鉄道部すなわち現在の国家鉄路局と中
国鉄路総公司による主導である点である。元鉄道部が中国鉄道事業の発展戦略を立
てて実施し、すべてのプロジェクトの企画および融資、さらにはオペレーションま
で管理している。その事業規模は全国の鉄道運営規模の 95%以上に相当する6。こ
れらの事業は、鉄道部が中長期の五カ年計画を作成し、国務院に提出したうえで、
                                                        
6 中国鉄路総公司ホームページ http://www.china-railway.com.cn/cpyfw/tjxx/ 
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了承されて遂行されるものである。具体的には、国家発展改革委員会から許可を得
ることになる。とはいえ、実質的には鉄道部がかなりのパワーももっている。 
 鉄道建設事業に関わる購買活動は、主にプロの入札会社を通じて行われている
(司他 2012、3 頁)。入札に参加する企業には、これまでに類似の建設の経験がある
こと、契約を履行できる工事力と財務力が求められている。中国鉄道建設企業は
元々鉄道部に属していたが、2000 年の中国鉄道改革や 2013 年の鉄道部廃止の影響
によって鉄道部から分離され、中国鉄建と中国中鉄となった。この 2 つの大企業が
それぞれ 15 から 20 の子会社を所有しており、それらの子会社が互いに落札をめ
ぐって争うことも多々ある。 
それらの子会社の中には上場企業も存在しているが、中国市場の場合、通常は国
家が大株主である。仮に国営企業ではなくても、中国中央政府あるいは地方政府が
かなり統制していることが多い。中国鉄建と中国中鉄、およびそれらの子会社は、
自ら入札に参加することもあるが、ほとんどの場合は請負企業として各分野のプロ
ジェクトを専門企業に入札方式で分配する形となり、線路または駅が完成した時点
で、これらの企業がまとめて納入する。中国では、鉄道プロジェクトの契約は一つ
の企業に集約されるのではなく、軌道・信号・通信・変電所・架線・電力などの各
分野によって入札が行われることになる。 
そこで本稿では、鉄道産業のさまざまな分野のうち、とくに都市軌道交通のオー
トメーション業界に焦点を当て、より詳細に動向を見ていくことにする。 
 
第二項 軌道交通オートメーション業界 
  
鉄道産業において、鉄道の電化は重要なイノベーションであり、中国のみならず、
世界各国で推進されている。電化によって鉄道の運輸能力は高まり、高速化や省エ
ネ化、さらに低コスト化を実現できる。中国においても、すでに 2011 年までに国
内の営業距離 4.6 万キロが電化されている(王・王 2012)。そして、電化が次第に進
展するとともにオートメーション設備が不可欠となった。そこで本稿では、軌道交
通用のオートメーション業界に注目する。 
軌道交通オートメーション業界とは、主に鉄道・地下鉄・モノレールなどのオー
トメーション設備や機械を製造・販売している業界である。図 7 および図 8 が、こ
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の業界の構成要素としてのシステムや技術の具体的な内容である。本項では、こう
した業界を構成するシステムのうち、とくに鉄道電力システムと都市軌道交通オー
トメーションについて詳しく説明する。 
 
1) 鉄道電力システム 
 鉄道に関するオートメーション技術は、主として車両システム・電力システム・
情報システムの3つに分けられる7。車両システムには、交・直流電気車用駆動シス
テムや、空調・車両情報・機関車・電源などのシステムがある。また電力システム
は、電力管理システム、交・直流電気システムと受電システムで構成されている。
最後に情報システムには、運行管理・輸送計画・信号保安・設備管理などのための
各システムが含まれる。 
 
出所) 筆者作成 
図7 鉄道電力システムの構成 
図７に示したとおり、鉄道電力システムは、電力会社の電力システムから高圧変
電所を通じて電力を鉄道電力システムに送り、牽引変電所と配電変電所の2つをそ
れぞれ経由させて電力を再分配する。牽引変電所は電車を走行させるためのシステ
                                                        
7東芝鉄道システム事業概要 
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ムであり、牽引変電所から110kv、220kvの電力を27.5kvあるいは2×27.5kvに変電し
て配給する。これは電車を駆動する動力源となる(赤木2009)8。現在、中国電気化鉄
道ではATき電方式と直流き電方式を使っており、40km〜80kmごとに牽引変電所
を設けなければならない。 
電力会社の電力システムからは、もう１つの変電所を経由する仕組みになってい
る。それは配電変電所である。配電変電所には、牽引変電所に配分されなかった電
力が送られる。そして、配電変電所を経由して、信号システムやステーション、給
水システム、照明などに電力を供給する。これらは、電車を走行させるため以外の
目的で使う電力を供給するためのシステムである。 
 
2) 都市軌道交通オートメーション 
次に、都市軌道交通オートメーション業界について、より詳しく見ていきたい。
中国における都市軌道交通とは、一般に地下鉄・モノレール・路面電車を指す。都
市軌道交通オートメーションは、主として5つのシステムで構成されている。5つ
のシステムとは、総合監視システム、総合安全防犯システム、旅客サービスシス
テム、通信信号システム、電力システムである(図8)。 
まず第1の総合監視システムは、指令センター・駅総合監視システム・電力監視
システム(PCSCADA)・環境設備監視システム(BAS)などによって構成されている。
第2の総合安全防犯システムは、指令センター・公安(警察)監視センター・駅安全防
犯システムによって構成されている。第3の旅客サービスシステムは、旅客情報シ
ステム(PIS)・自動販売・改札システムなどで構成されている。第4の通信信号シス
テムは車両信号システムと地面信号システムによって構成されている。最後に、第
5の電力システムは交流と直流電力システムに分けられる。 
                                                        
8赤木雅陽(2009)「変電所から車両までの電気の流れ」『RRR 特集：電気の流れをたどる』鉄道総合技術研究
所 
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出所)筆者作成 
図 8 都市軌道交通オートメーションシステム 
 
 
第三項 軌道交通オートメーション業界の特徵 
 次に、軌道交通オートメーション業界の動向について、市場や技術の概要を説
明し、その特徴を明らかにしたい。業界の特徴としては、主に次の4点で要約でき
る。すなわち、市場需要の増加、技術的障壁の高さ、安全性の高さ、持続的な供給
能力である。 
 まず第1の点である市場需要の増加については、中国経済の著しい成長とともに
都市化が進めば、軌道交通に対する投資額もますます増加し、軌道交通オートメー
ション設備に対する需要も拡大できる。したがって市場需要は増加する傾向にある。 
 第2の点は、技術的障壁の高さについてである。国有の鉄路や都市軌道交通のた
めのオートメーション設備は、多分野におけるカスタマイズ化および専門化が必要
な製品である。加えて、公共性と安全性という業界の特性から、技術障壁が相対的
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に高いのが特徴である。軌道交通オートメーション業界における技術には、主にコ
ンピューター技術・通信技術・電気電子技術・供給電力技術・継電器技術・オート
メーション技術などが含まれている。この業界に参入するには、豊富な経験と高度
な開発能力が求められる。そのため、中国における軌道交通オートメーション設備
業界は企業の数が非常に少ない。 
 第3の特徴は、安全性の重視である。軌道交通オートメーションシステムは、さ
まざまな技術とオペレーションの複雑性ゆえに、運営管理には迅速かつ適正な対応
能力が求められる。製品の安全性と信頼性に対する要求水準も高い。万が一、事故
が発生した場合に、交通や運輸のみならず、社会全体の安全や秩序に莫大な被害を
もたらすためである。中国において、軌道交通オートメーションシステム業界の企
業は、必ずプロの評価機構によってチェックされる必要がある。同時に、長期にわ
たって現場経験を保有していることが競争優位の源泉となる。9 
 最後に、第4の特徴としては、設備メーカーに持続的な供給能力が求められる点
が挙げられる。10前述のように、軌道交通オートメーションシステムの開発には専
門性と技術性が必要であり、安全性や信頼性への要求も厳しい。加えて、市場導入
後の性能の保持とアフターサービスに対する要求も高い。 
軌道交通への需要がますます拡大している一方で、すでに供給されている製品に
ついても新しい機能の改善とアップグレードが求められる。したがって設備サプラ
イヤーとしては、開発した製品の市場導入後も、持続的な改良技術の開発と適時的
確なアフターサービスが必要とされる。 
とくに中国の場合、国内の各鉄路・都市軌道交通のそれぞれにおいて、電力管理
部門と運営部門の管理モデルが異なるため、個別にカスタマイズした製品が求めら
れている。とりわけ軌道交通の製品は公共の安全に関するものであるため、メーカ
ーは24時間体制の対応力と現場工程の問題の解決力を求められることになる。それ
だけ鉄道および線路の正常の運営を期待されているともいえるが、実際に経営する
側にとっては課題も多い。 
そこで次に、中国の都市軌道交通オートメーション設備メーカーの1つである凱
発電気(Keyvia)について、事例研究を行う。事例研究の目的は、同産業における企
                                                        
9 インタビュー調査より 
10 同上 
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業のB2B取引における依存関係について考察することである。既に本章の第一項で
目的と方法論を述べたとおり、Keyviaは同業界の大手企業2社の1つであることか
ら分析対象とした。 
 
第三節 凱発電気(Keyvia)について 
 
第一項 Keyviaの創業 
 Keyviaは2000年に中国の天津市に設立され、2008年に会社法に基づき株式会社
化された。主な事業内容としては、鉄道給電および都市軌道交通オートメーション
設備とシステムの開発・生産・販売・技術提供となっている。 
 Keyviaの創業者は2人で、孔祥洲氏と王偉氏である。どちらも中鉄電気化勘測設
計研究院電力牽引研究所(以下、電力牽引研究所)の出身である。当時の研究院はま
だ鉄道省に所属しており、企業ではなく事業団体であった。その後、鉄道省の廃止
とともに企業化され、現在は中央国有企業となっている。 
この一連の企業化改革の中で、Keyviaの創業者である孔氏と王氏はビジネスチ
ャンスを発見し、2000年に電力牽引研究所から独立して、凱発電気股份有限公司の
前身である凱発電気成套有限公司を設立した。孔氏と王氏を含め、当時のKeyviaの
従業員は10人ほどしかいなかった。全員が電力牽引研究所の出身であり、業務的に
は支障が少なくスムーズに展開できたが、企業の規模と実績を要求する鉄道業界に
新規参入するハードルは高かった。 
中国の鉄道業界には大学閥が存在していた。とくに改革開放直後の中国は大学生
が少なく、卒業後は学生自ら就職先を探さなくても、企業や政府機関に振り分けさ
れることになっていた。鉄道関連組織に振り分けされる学生は、ほとんどが鉄道専
門の西南交通大学からの出身であった。Keyviaの創業者たちも9割以上が西南交通
大学の卒業生だった。 
たとえば現在、鉄道給電配置オートメーションシステム事業においてKeyviaの最
大の競合企業である交大光芒(JDGM)の劉成輝社長は、本稿のインタビューの際に
次のように述べている。 
(Keyviaの)孔さんは私の先輩です。彼はエンジニアとして才能があるかどうかはわ
からないのですが、人として最高で、信頼できる人だと思います。尊敬しています。 
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この発言からも、当時の鉄道業界は、競合企業にも同じ西南交通大学からの卒業
生が就職していたことがわかる。 
 
第二項 Keyviaの業績とIPO 
 Keyviaは創業以来、軌道交通のオートメーション技術の応用とイノベーション
に挑戦しつつ、成長を遂げてきた。2015年時点で従業員数は約470名であり、その
うち337名が研究開発および技術関連業務に従事している。これは全体の約7割に相
当する。 
こうした技術重視の人事戦略もあり、現在、Keyviaが保有している特許数は20項
目、ソフトウェア著作権160項目であり、その中の6項目が世界の最先端レベルに達
している。国内においても、同社の長年の技術力の蓄積とイノベーション力の高さ
には定評があり、Keyviaは国内関連業界の技術標準の設定を担う企業の1つとなっ
ている。たとえば、電気化鉄道牽引変電所総合オートメーションシステム装置、軌
道交通−地面装置−直流スイッチカビネット、電気化鉄道無効電力補償装置などの業
界標準や国家標準の制定に参加している。 
 
 
出所) 2011 年から 2015 年度までの財務レポートを参考に筆者作成。 
図 9 Keyvia の業績 
2011年 2012年 2013年 2014年 2015年
売上高 24500 28000 29600 34200 42400
営業利益 6371 6920 7369 7542 7451
純利益 6099 6640 6855 7395 7052
営業利益率 26.0% 24.7% 24.9% 22.1% 17.6%
純利益率 24.9% 23.7% 23.2% 21.6% 16.6%
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Keyviaは、軌道交通向けのシステム化した製品を提供し、創業からわずか16年で中国国
内の先進的な軌道交通設備サプライヤーとしての地位を築き上げた。業界内でも良好なブ
ランドイメージと企業信頼性を獲得しているという11。 
図9はKeyviaの直近5年の業績をグラフ化したものである。業績を公開し始めたのは2011
年以降であるが、その後2015年までの年平均成長率は14.9%と非常に高い。それとは対照的
に、営業利益と純利益があまり伸びていない。これは、新たな本社の建設と規模を拡大さ
せるための投資による影響であるという。Keyviaの取締役会長である孔氏は、今後も規模
を拡大する予定であり、利益にも影響する可能性があると語っている12。 
 同社はさらに2010年頃からIPOの準備を始めた。それは、規模を拡大するためには投資
が必要であるが、中国では民営会社が銀行からの大規模融資を受けることが極めて困難で
あるため、資金調達を行うには上場する必要があると判断したためである。その後、準備
が整って上場を実現したのは、4年後の2014年12月のことであった。IPOを実現したのは、
中国の深セン取引所の創業版(NASDAQモデル)にである。上場は、同社の今後の成長にと
って１つの大きな転換点であった。 
 
第三項 Keyviaの事業内容 
次にKeyvianの事業内容について確認しておく。表〇が同社の事業内容についてまとめ
た表である。製品分野としては大きく4つある。すなわち、鉄道給電オートメーションシス
テム、都市軌道交通尾＾とメーションシステム、軌道交通給電検測装備、そして技術コン
サルティングサービス他などである。それぞれの製品種類や主要製品については、表〇に
記したとおりで、本稿ではこれ以上、詳しくは説明しない。 
Keyviaの事業内容について、会長の孔氏は次のように考えていた。 
「Keyviaの強みはソフトだ。デバイスを産出するには、ソフトとハードの組合せが必要だ。
鉄道は元々外来品だから、ハードは今から作るよりも外部から取り入れたほうがよい」 
 
 このように考えた結果、同社は2009年にドイツのBalfour Beatty Railと共同出資し、天津
に新たな企業である天津BBを設立した。天津BBは、後に鉄道や地下鉄などに多く採用され
た直流スイッチカビネットが主流製品としている。また2015年6月には、チェコのAlfa 
                                                        
11 インタビュー調査の内容に基づく。 
12 同社へのインタビュー調査に基づく。 
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Unionと共同出資し、地面の電気設備だけではなく、車両部品まで展開し始めた。2016年
現在、すでに世界最大車両メーカーである中国中車に納品し始めている。 
さらに2015年には、パートナーであるBBRailの親会社と合意し、ドイツのBB RailとBB 
Signalを買収して初めて海外に進出した。買収先であるBBRailは、売上高規模から見ると
Keyviaの3倍以上の大きさであり、これはKeyviaにとって小が大を呑む大型企業戦略であ
る。 
 
表2 Keyviaの主な事業内容 
製品分野 製品種類 主要製品 
鉄道給電オートメー
ションシステム 
総合オートメ
ーションシス
テム 
牽引給電総合オートメーションシステム 
鉄道配電総合オートメーションシステム 
電気設備オンライン観測システム 
環境安全モニタリングシステム 
給電配置オー
トメーション
システム 
電力配置オートメーションシステム 
給電修理インフォメーション管理システム 
遠隔モニタリング装置(RTU/FTU/STU) 
都市軌道交通オート
メーションシステム 
総合モニタリ
ングシステム 
指令センターおよび駅総合モニタリングシステム 
電力モニタリングシステム(PSCADA) 
環境と設備モニタリングシステム(BAS) 
総合安全防止
システム 
ビデオモニタリングシステム(CCTV) 
アクセスシステム(ACS) 
軌道交通給電検測装
備 
給電検測装備 
変電高圧テスト車、2次テスト車、給電修理設備、
直流スイッチテスト装置、パワークアーリティ分析
装置など 
技術コンサルティ
ングサービス他 
技術コンサル
ティング 
地下鉄給電プロジェクトマネジメント、研修など 
出所) Keyvia2015年度財務レポートより筆者作成。 
 
Keyviaの王社長は、これに関連して次のように述べている。 
 
「近年、中国企業は一帯一路(One Belt One Road)という国家戦略をきっかけとして、 
海外に出始めて世界に挑むことを試みていますが、我々はあくまでも、より良い技術を
手に入れて2025年までは中国市場に専念したいと考えています。その代わりに、今まで
のようなシステムと電気設備を作るだけではなく、他の鉄道関連部品にも進出したいと
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思い、今回の買収から得た技術と知財を応用して、架線にある接触部品を製造し、世の
中に提供したいと思っています」 
 
このように、同社は高い技術力をコアとして、鉄道関連業界に進出しようとしている。 
 
第三項 Keyviaの事業別業績 
 次に、Keyviaの参入している個別市場について、具体的に見ていきたい。表〇が同社か
ら入手した2015年度のデータを基に、筆者が表にしたものである。この表を見ると、もっ
とも事業規模が大きい事業は給電配置オートメーションシステムである。以下では、この
表3を参考に、それぞれの事業別の業績について詳しく説明する。 
 
表3 Keyviaの事業別業績 
セグメンテーション 売上高 営業コスト 粗利益 粗利益率 
給電配置オートメーションシステム 12,700 4,615 8,118 63.76% 
総合オートメーションシステム 9,563 3,875 5,688 59.48% 
技術コンサルティングサービス他 9,221 7,767 1,454 15.77% 
総合モニタリングシステム 6,664 4,797 1,867 28.02% 
総合安全防止システム 2,793 1,689 1,104 39.52% 
他 793 711 82 10.32% 
軌道交通給電検測装備 585 382 203 34.70% 
合計 42,319 23,836 18,483 43.68% 
注)単位：万元 
出所)Keyvia2015年度財務レポート。 
 
まず、Keyviaの事業売上が最も多い給電配置オートメーションシステムについて市場の
状況を確認すると、極めて集中度の高い寡占状態であることがわかる。2010年の時点で、
上位3社すなわち交大光芒(JDGM)、Keyvia(北京南凱)、国電南自(SAC)が合わせて90%近く
の市場シェアを保有している。その中でKeyviaは第2位であり、シェアは29.9%である。2008
年から2010年までの3年間の推移を見ても、この3社で計70%以上のシェアを有している。
Keyviaの3年間の平均市場シェアは29.4%である。 
次に、総合オートメーションシステムについてであるが、この市場は主に先発優位性、
技術優位性、ブランド優位性を享受する交大許継、国電南自、Keyviaの3社による寡占状態
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である。2010年の時点で主要な参入メーカーは13、交大許継、国電南自、Keyviaの3社であ
る。売上シェアは3社合わせて55%に達しており、第3位のKeyviaだけで10.1%である。2008
年から2010年までの市場シェアの推移から計算すると、この3社で約60%の市場シェアを維
持している。Keyviaの3年の市場シェアは3年平均で13.7%であり、直近では大きな変動は
なく、ほぼ同じ水準で推移している。 
さらに、総合モニタリングシステムは、近年、中国国内地下鉄の建設が盛んになってい
るため、年々需要が増えている。主要メーカーである国電南瑞(NARI)、和利時(HollySys)、
同方股份(TongFang)の3社が80%以上のシェアを有しており、Keyviaのシェアはわずか
3.3%しかない。 
また、都市軌道交通総合安全防止システムは、地域性が高く、参入する企業が多く存在
している。そのため、市場シェア率が高い企業がほぼなく、Keyviaの中でも事業比率が高
くない。軌道交通給電検修管理は、主にメンテナンス方式を採用しており、一定の周期で
メンテナンスを行うことになる。契約の中では、ある程度の検測機器が同時に販売されて
いることが一般的である。たとえば、電気テスト車、パワークアーリティ分析装置などの
検測装備であるが、このような設備はKeyviaの本業の比重としては決して高くない。 
以上のように、Keyviaの現在の事業展開としては、最も高い競争優位を築いている給電
配置オートメーションシステムを筆頭に、さまざまに細分化した鉄道関連のシステムを開
発し、販売していることがわかる。 
 
第四項 Keyviaの取引と依存問題 
  
次に、Keyviaの顧客企業と依存問題について検討する。Keyviaの最終顧客は、各鉄路局
と軌道交通運営会社である。しかし直接的な顧客は、基本的に各地域の鉄路局と軌道交通
運営会社のプロジェクト部門あるいは請負業者である。現時点では、中国中鉄社あるいは
中国鉄建社のようなインフラ請負業者が最大の取引先であり、彼らはプロジェクトの建設
を一括して請負った後、鉄路局か各運営会社にまとめて納品する形式を取るのが一般的で
ある。中国中鉄社の子会社は中鉄電気化局という。 
                                                        
13 『KeyviaIPO説明書』177頁 
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Keyviaから最終顧客企業との間を媒介する中鉄電気化局への売上の割合は、2011年～
2014年(1−6月)の5年間、79.39%、59.24%、57.61%と56.02%となっている(表3)。このことか
ら、Keyviaは中鉄電気化局への販売依存度が高いことがうかがえる。また、2014年8月に発
表された『Keyvia IPO説明書』においても産業政策リスク、産業依存リスク、顧客依存リ
スク、売掛金の回収リスクが経営のリスク要因として説明されていた。顧客依存リスクが
含まれている点が注目される。 
表3 Keyviaの主要販売先と取引額 
年 販売先 金額 売上高比率 営業利益 
2014年1−6月 
中国中鉄 9333.84 61.07% 
3444.60 
(中鉄電気化局社) 8561.34 56.02% 
同方泰德国际 3296.01 21.57% 
中国鉄建 1018.43 6.66% 
通号工程局(社) 571.14 3.74% 
北京鉄路局 115.08 0.75% 
合計 14334.50 93.79% 
2013年 
中国中鉄 17793.78 60.64% 
7368.66 
(中鉄電気化局社) 16905.81 57.61% 
中国鉄建 3295.10 11.23% 
長沙市軌道交通 1382.98 4.71% 
交大許継 1006.71 3.43% 
北京鉄路局 664.74 2.27% 
合計 24143.31 82.28% 
2012年 
中国中鉄 16469.53 59.40% 
6920.12 
(中鉄電気化局社) 16425.58 59.24% 
中国鉄建 2520.28 9.09% 
蘇州軌道交通 1880.11 6.78% 
交大光芒 1076.24 3.88% 
朔黄铁路発展(社) 755.39 2.72% 
合計 22701.55 81.87% 
2011年 
中国中鉄 19403.91 80.23% 
6371.22 
(中鉄電気化局社) 19200.90 79.39% 
中国鉄建 1394.08 5.76% 
成都鉄路局 608.85 2.52% 
瀋陽鉄路局 418.16 1.73% 
太原鉄路局 373.90 1.55% 
合計 22198.90 91.79% 
注) 単位：万元 
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出所)2014年 Keyvia IPO説明書。 
 
中国では、国有経済主導で、市場経済と共同で発展するという経済モデルを採用してい
る。とくに鉄道や地下鉄のような社会インフラ産業においては、国や地方政府がコントロ
ールし、中央や地方の国有企業がまず事業に投資する。その後、事業が産業化できた後に
民営企業が参入する形となる。ただし、肝心な部分は、常に国有企業が管理、運営してい
ることが多い。それと同時に採算性が合わず、赤字の企業が多い。 
これに関連して、Keyviaの王社長は、インタビュー調査で次のように述べている。 
 
「請負業者との取引では、必ず価格を圧縮される一方で、請負業者と最終顧客の契約金額
が変わることがほぼありません。そのため、うちの利益の一部が請負業者に取られている
ことが実態です。」 
「請負業者は資金まわりの理由で、支払いが期日に遅れることがたまにあります。我々み
たいな会社は売掛金の回収リスクが非常に高いのです」 
「現時点では確かに中国中鉄のような請負業者にかなり取引を依存しています。しかし、
都市軌道交通では各都市の地下鉄運営会社に直販する経験もしています。これからも請負
業者意外との取引額は増えるでしょう。国が改革する見込みがあります」 
 
以上が、今回の事例分析であるKeyviaに関する内容であった。次に、Keyviaの事業内容
をより丁寧に理解するために、日本の類似産業についても2次データで確認しておく。 
 
第四節 日本企業との比較 
 本節では、日本においてKeyviaと同じ分野でビジネスを展開している企業の事例を検討
する。1社は日本信号株式会社(以下、日本信号)、もう1社は株式会社明電舎(以下、明電舎)
である。 
日本信号は1928年に設立された信号機・自動改札機などの製造を行うメーカーで、信号
機メーカーとしては日本国内トップである。同社は戦後、鉄道の技術の進歩に合わせて、
東海道新幹線向けに車上信号方式の自動列車制御装置 (ATC) を開発して納入し、さらに
は鉄道信号以外の分野へも進出した。1966年にはアメリカ合衆国のメーカーと技術提携を
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行い、1968年に自動改札機の生産を始めている。道路の信号機や交通情報管制システム、
駐車場管理システムなども手がけている。 
同社の事業は現在、主に交通運輸インフラ事業とICTソリューション事業に分かれてい
る。交通運輸インフラ事業においては、鉄道信号と交通情報システムがあり、ICTソリュー
ション事業においては、駅務自動化装置を中心とするAFC事業と駐車場システムを中心に
制御機器の製造、販売を行っている。2015年度の日本信号の有価証券報告書によると、交
通運輸インフラ事業の売上高は48,392百万円とICTソリューション事業は42,201百万円と
なっており、両事業の規模はほぼ同じである。 
 一方、明電舎は1897年に創業し、1917年に株式会社となった日本電気機器メーカーであ
る。表〇に示したとおり、同社の主力事業は社会インフラ事業であり、重電機器およびシ
ステム、水処理システム、産業システム機器に加え、不動産事業なども手がけている。日
本信号と明電舎の2社は、日本の鉄道事業に参入し、グローバル市場への進出も始めている
企業であり、両社ともKeyviaより規模は大きいが、いずれも事業分野が類似している。 
両社の事業構造は、創業当時から参入分野は特定の業界にこだわらず、プロダクトもし
くは技術重視の多角化戦略をとっている。とくに日本信号は、創業時に鉄道専門の信号メ
ーカーであったが、その後、鉄道業界で長年に蓄積した信号技術を利用して駐車場システ
ム業界にも進出している。ワンコイン駐車場の最大手であるパーク24のタイムズには、ほ
ぼ独占的に同社の駐車場システムが導入されている。 
それに対してKeyviaの現在の戦略は、軌道交通業界に専念して、その中で万遍なく細分
化した業界に進出し、軌道交通業界の総合的なサプライヤーを目指しているように見える。 
 
表4 明電舎の事業内容 
事業内容 売上高 概要 
社会インフラ 
事業 
140,585  電力会社の設備更新及び中小水力発電設備、電鉄向け電力電
気設備、大型下水処理場向け電気設備 
産業システム 
事業 
61,090  モータ・インバータ、真空コンデンサ、パルス電源、自動車
メーカーの搬送機器 
保守・サービス 
事業 
31,007  メンテナンス及び機器製造から保守・点検、維持管理や運転
管理までを行う施設全体のワンストップサービス 
不動産事業 3,386  本社ビルを中心とする保有不動産の賃貸事業 
その他 19,712 電気化学計測機器や電気絶縁材料の製造・販売、従業員の福
利厚生サービス、物品販売 
注) 売上高の単位は百万円。 
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出所)2015年度有価証券報告書より抜粋。 
  
取引・情報情報依存度の理論に依拠すれば、日本信号は信号技術を利用して多種多様な
業界に進出しており、事業構造としては合理的にリスクを分散している。言い換えれば、
特定顧客への取引依存度を下げる努力を行っているといえる。しかし、同社の利益率を確
認したところ、鉄道信号事業を含む交通インフラ事業セグメンテーションの利益率は
12.45%であるのに対して、応用展開した駐車場システム事業を含むICTソリューション事
業の利益率は9.9％しかない。したがって、他の業界に参入することで効率を悪化させ、収
益にダメージを与えているように思われる。 
一方、Keyviaは軌道交通業界に専念し、技術移転による新規事業の開拓ではなく、軌道
交通業界・市場における長年の経験が通用する範囲で事業を展開することで、高成長と高
収益を維持し続けてきた。次章では、同社の取引依存関係について、取引・情報依存度の
理論に依拠しつつ、さらに詳細に分析していく。 
 
 
第5章 Keyviaの事例における取引依存関係に関する考察 
 
第一節 Keyviaの取引・情報依存度 
 
第一項 取引依存度に関する考察 
本稿で既に述べたとおり、取引依存度は、ある販売企業が取引において特定顧客に依存
する程度、すなわち販売依存度に比例し、その顧客によって依存される程度すなわち購買
依存度に反比例する。 
Keyviaの場合、2011年から2014年までの4年間における取引量を1とした場合、中国中鉄
社(中鉄電気化局社)に対する平均取引依存度(販売依存度)は0.65335(0.63065)となる。つまり、
Keyviaの取引量の半分以上は、中国中鉄(中鉄電気化局社)に依存しているため、Keyviaの
中国中鉄に対する取引依存度は非常に高いと考えられる。  
同時に、Keyviaは完成品メーカーとして市場シェアが高いため、技術や価格の優位性が
あり、取引相手にも依存されている可能性が高い。また、先行研究の高嶋・南(2006)では、
おもに完成品メーカーと部品メーカーの間の取引関係を例として説明されており、完成品
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メーカーと最終顧客、あるいは中間業者の取引関係は例として挙げられていない。そのた
め、本稿のKeyviaの事例のように、中国中鉄が請負業者となるケースには、うまく当ては
めることができない可能性がある。 
Keyviaの事例では、中国中鉄が中国鉄道業界の最大の請負業者、言い換えればインフラ
建設業として、鉄道のみならず地下鉄などの都市軌道交通分野においても大きな存在感を
示していた。Keyviaの製品は、中国中鉄のような請負業者を経由して最終顧客に導入され
ている。その理由はKeyviaの規模がまだ小さく、鉄道の運営会社である鉄道局と直接取引
する資格条件が満たされていないためである。その結果、本来、同社が得るべき利益の一
部は、中国中鉄のような中間の請負業者にマージンとして取られていることになる。 
Keyviaにとって最も理想的な取引構造は、Keyviaと最終顧客が直接取引することである。
しかし、その一方で、できる限り取引を拡大して中間の請負業者である顧客、すなわち中
国中鉄への販売依存度を上げるとともに、顧客企業である中国中鉄にとっての購買依存度
も拡大させ、最終的に顧客に依存される存在になることが次善の策として好ましいと考え
られる。 
 
第二項 Keyviaにとっての情報依存度と依存関係の影響 
 次に、情報依存度について考察する。一般に、B2Bの生産財取引では、製品開発や生産管
理に関わる知識や技術を顧客企業が持っている場合、そのような情報を取引相手に依存す
る程度のことを情報依存度という(高嶋・南2006、63頁)。 
取引依存度と同様に、情報依存度の場合も販売企業が技術情報について顧客企業に依存
する程度と顧客企業から依存される程度の比率としてとらえることができる。すなわち、
技術情報について顧客企業への依存度が高いほど、また顧客企業からの依存度が低いほど
情報依存度が高まり、顧客企業に対する交渉力が強くなる(高嶋・南2006、63頁)。 
ところが、本稿で取り上げたKeyviaの事例では、必ずしもこの論理は当てはまらない。
完成品メーカーと最終顧客あるいは中間業者の取引においては、情報依存度の議論が成り
立たないのである。 
なぜなら、先行研究で例示された完成品メーカーと部品メーカーとの関係と、今回の
Keyviaの事例では、全体の取引構造が異なるためである。前者であれば、部品メーカーは
技術情報を提供されても最終的な完成品を知らなければその技術を転用・応用することが
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難しいため、情報の非対称性から、交渉力としてのパワーは完成品メーカーに偏ることに
なる。その結果、部品メーカーが不利な条件で取引を行わざるを得なくなる。 
しかし、本稿で取り上げたKeyviaの事例のように、完成品メーカーとの取引ではなく、
最終顧客あるいは中間請負業者と取引の場合には、事情がまったく異なる。なぜなら、最
終顧客や中間請負業者が技術情報を持ったとしても、彼ら自身には開発・生産能力がない
ためである。もし技術情報を他に提供・応用するとすれば、それは技術情報を他社に漏え
いすることに他ならない。完成品メーカーから最終顧客あるいは中間請負業者に技術情報
を提供する必要もない。 
以上のように、これまでの研究の想定とは異なり、中国鉄道設備の完成品メーカーであ
るKeyviaは取引相手との間で情報依存度を考える必要がないことになる。次に、依存度の
スパイラル的増大について、Keyviaのケースに当てはまるのか否かを検討する。 
 
第二節 Keyviaにおける依存のスパイラル 
 
第一項 製品開発における依存のスパイラル 
 先行研究では、製品開発において、取引額の大きい重要な顧客企業に向けた製品開発へ
の投資が優先的に行われることが指摘されていた。また、そのような重要な顧客企業との
間には長期的な関係が形成されているために、開発テーマも顧客からもたらされることが
多いと予想されていた。市場リスクが少ないため、社内の資源配分もそうしたターゲット
顧客に向けた製品開発を優先する形で行われることも指摘されていた(高嶋・南 2006、68
頁)。 
 本稿で取り上げた Keyvia の事例の場合も、最大の取引先である中国中鉄に対する製品
開発への投資が優先的に行われている。しかし、Keyviaは取引先に部品を提供しているの
ではなく、完成品メーカーとして取引先にソリューションを提供している。そのため、常
に取引先の将来のことを考え、製品開発を行っている。 
ここでの最大の違いは、中国中鉄のような請負業者は、中国軌道交通の建設において最
大の取引先であり、その取引に対して投資することは、鉄道業界の発展そのものに投資す
ることにつながるということである。言い換えれば、Keyviaの製品開発は、単に眼前の顧
客に依存することにはならない。なぜなら、中間請負業者である中国中鉄との取引は、業
界・市場そのものを変えていくことにつながるためである。 
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図10にKeyviaの依存スパイラルのメカニズムを図示した。この図10からわかるように、
Keyviaの事例では、取引依存度の上昇と取引量の拡大と同時に、業界・市場への依存度も
上昇することになる。業界・市場に依存することによって、取引先を重視し、顧客志向で
はなく市場志向の製品を開発することにつながる。その結果、取引先からの信頼度が向上
し、顧客から依存されることになる可能性もある。 
このようなメカニズムは先行研究では議論されていなかった。本稿で、中国のKeyviaに
ついての分析を行った結果、発見された論理である。 
 
  
出所) 筆者作成。 
図10  Keyviaの依存スパイラル 
 
第二項 営業活動における依存のスパイラル 
先行研究では、営業活動においても依存度のスパイラル的増大が発生することと指摘さ
れていた。特定の顧客企業への取引依存度が高い場合、その顧客企業への営業が中心的に
行われるようになるため、いっそうその顧客企業への依存度が増大するというメカニズム
が働くためである(高嶋・南 2006、69頁)。 
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Keyviaの事例においても、重要取引先である中国中鉄に優先的に営業部隊を投入し、よ
い関係を維持するという傾向は認められた。また、担当する営業部門には、比較的に有能
な人材が集められていた。その点において、先行研究の議論は正しいといえる。 
ただし、先行研究で推奨されていた依存度を低下させる方策については、異論がある。
依存度を回避するために新規に市場開拓するという方策は、経営資源が非常に限定的な中
堅企業にとってはうまく機能しない可能性が高いためである。本稿では、Keyviaの成功事
例に基づく考察から、経営資源の少ない企業にとっては経営資源の効率的活用が重要であ
り、むしろ特定の事業や顧客に経営資源を集中することが最善であると考えている。 
Keyvia が完成品メーカーとして営業活動における依存のスパイラルから離脱する方策
として行っているのは、その顧客企業への依存を回避することではなく、むしろ依存の範
囲を拡大することである。すなわち、営業活動において製品を売るという役割を果たすこ
とだけではなく、取引先とのやり取りから市場情報を読み取り、取引先より市場を予測し
て行動することを Keyvia は実践している。その結果、市場が最も求めている製品の開発
にも成功していた。その成功経験が取引先との依存度をさらに強め、鉄道市場全体にも良
い影響を与えていたのである。 
Keyviaが事業を展開する中国の鉄道業界では、入札方式によって取引が決定する。した
がって、コストや性能が最も優れている製品は落札される確率が高い。同時に、Keyviaの
ような中小規模の企業が入札で有利になるためには、中鉄のような大企業と取引している
ことも宣伝効果がある。将来的にも取引先が自ずと増えることも期待でき、そうした種々
の要因の相乗効果によって、取引依存度が相対的に低くなるはずである。 
Keyviaの戦略のポイントは、キー・テクノロジーを掌握し、確実なモノづくりを行った
うえで、市場でのブランド作りに成功していることにある。決して、短期的に取引先の企
業数を増減させるような依存度のコントロールは行っていない。もしも依存・情報依存度
の理論を過信し、あらゆる生産財の取引にこの理論を当てはめた場合、少なくとも今回の
Keyviaのケースでは、それは最良の答えではないといえる。 
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第6章 おわりに 
本稿では、取引・情報依存度の理論枠組み(高嶋・南 2016)に基づき、中国の鉄道設備メ
ーカーである Keyvia の事例を分析し、先行研究で提唱された取引依存関係についての理
論の適用可能性を検証した。その結果、取引・情報依存度の理論は、少なくとも今回の事
例に関しては適用できない部分があることが明らかになった。このことから、生産財企業
のB2B取引における戦略の有効性は、必ずしも取引・情報依存度の理論だけでは説明でき
ないといえる。この点を発見したことが本稿の学術的貢献である。 
本稿で取り上げた Keyvia の場合、国鉄の場合と地下鉄の場合で取引状況が異なる点が
特徴的であった。同社は現在、国有の請負業者を介した取引を行っている。しかし、国鉄
も地下鉄も、今後は請負業者を介さない直接取引に移行する可能性が高い。その場合、国
鉄は国家が経営しているため他に選択肢がなく、理論的にも顧客への販売依存度が極めて
高い。しかし、これは政府系企業の主導による取引であるから、現実的には依存度が高く
なっても問題はない。一方、地下鉄との取引については、請負業者を経由しなくなること
によって、Keyviaは徐々に地方の国営企業に事業を委託することが可能となる。言い換え
れば、取引を分散させることによって、販売依存度を低下させることができる。それによ
って、取引・情報依存度が下がり、パワーを高めることが可能となることから、理論的に
は最も好ましい取引構造に変化しつつある。 
しかし、Keyviaは完成品メーカーとして取引先に部品を提供することではなく、取引先
にソリューションを提供しているわけであるから常に取引先の先のことを考え、製品開発・
営業活動をしなければならない。つまり、Keyviaの製品開発・営業活動における依存は重
要な顧客に依存することだけではなく、業界・市場そのものに依存していることになる。 
また、中国中鉄のような請負業者は、中国軌道交通の建設において最大の取引先である
ことから、彼らに投資することは市場に投資することと同様である。取引依存度の上昇と
取引拡大の同時に、業界・市場への依存も上昇することになる。 
業界・市場へ依存することによって、重要取引先を重視し、顧客志向の製品を開発する
ことではなく、市場志向の製品を開発することにつながるとともに、取引先に依存される
ことになる可能性もある。 
また、完成品メーカーとして技術などの情報の流れは一方的であることが一般的であり、
使用者である顧客から技術情報を用いて製品開発・生産することが少ないため、情報によ
る依存がないと考えられる。つまり、情報依存度の上昇につながらない。 
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したがって、今回のケースから導いた結果は取引の依存性理論が完成品メーカーと部品
メーカーの間の取引について解釈できるが完成品メーカーと請負業者または最終顧客の間
に解釈・通用しないと考えている。 
今後、Keyviaを始めとする中国でB2B取引を行う完成品メーカーは、取引依存度の上昇
を恐れずに、業界大手との取引を意識的に拡大することが望ましい。寡占化した市場にお
いて、業界大手との取引を拡大することにより、信頼性が高まりブランドイメージが向上
するためである。 
その結果、市場シェアが迅速に獲得できたり、市場の動向が早期に発見できたりといっ
たメリットが享受でき、競合他社より早い段階でイノベーションを起こせる可能性が高ま
る。ただし、寡占化していない競合の激しい市場の場合、多くの企業が林立しているため、
取引依存度の高低に関するマネジメントよりも全体の市場シェアの獲得の方がより重要と
なる。なぜなら市場シェアをより多く取れれば、顧客からの購買依存度が高まり、相対的
に取引依存度が低下して、利益を圧迫しないためである。つまり、取引依存度の高さによ
って取引先を選ぶことではなく、市場を尊重・重視し、市場からハード的な利益かソフト
的な利益をきちんと獲得できれば、取引を依存してもよいと本稿では考えている。 
以上のように本稿では、先行研究とは異なる国の異なる業界の事例を検討した結果、新
たな発見事項が得られた。しかし、今回はあくまでもインタビュー調査を用いた定性的な
研究に留まっている。今後は定量調査を行い、より正確に説明できるかどうかについて、
検証する必要がある。 
また、今回の研究では中国の一社の企業事例のみを分析した。既存理論への反証を示す
という意味では1社の事例でも十分かもしれないが、この事例がどこまで一般的な事例と
いえるかは、他の事例とあわせて検討する必要がある。今後さらに多くの事例を研究・分
析する必要があり、それによって一般化の可能性を明らかにしなければならない。 
さらに、中国の企業分析は中国の独特な国情があり、日本または他の国の企業に転用が
できるかどうかについても議論を行わなければならない。とくに各国の法政・法律などの
理由で各企業の経営戦略はかなり違ってくる。今回の研究の中では、それらに十分に配慮
し、言及していないことが今後の課題となる。 
最後に、取引戦略、とくに依存問題について、今回論じた以外の方策を実践している企
業が存在するかもしれない。今後は、そうした事例にも注意を払う必要がある。 
 
 44 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 45 
【参考文献】 
日本語： 
高嶋克義・南知恵子(2006)『生産財マーケティング』有斐閣。 
高嶋克義 (1998)『生産財の取引戦略』千倉書房。 
高嶋克義 (2013)「小売企業における依存度管理戦略の展開」『マーケティングジャーナル』
第32巻第4号、38-49頁。 
余田拓郎(2011)『BtoBマーケティング』東洋経済新報社。 
川上智子(2005)『顧客志向の新製品開発：マーケティングと技術のインタフェイス』有斐
閣。 
赤木雅陽(2009)「変電所から車両までの電気の流れ」RRR 特集：電気の流れをたどる 鉄
道総合技術研究所。 
国土交通省 「中国高速鉄道計画」http://www.mlit.go.jp/kokusai/kokusai_tk1_000089.html 
一般社団法人 日本自動車工業会 四輪車生産台数 http://www.jama.or.jp/ 
「我が国自動車産業の取引構造に関する調査」 帝国データバンク 2013年12月 
「日本信号2015年度有価証券報告書」2016年4月 
「明電舎2015年度有価証券報告書」2016年 4月 
「東芝鉄道システム事業概要」 
https://www.toshiba.co.jp/sis/railwaysystem/jp/about/index.html 
 
 
中国語： 
金士宣・徐文述(1986)『中国铁路发展史 1876~1949』中国铁道出版社。 
数据解读|2015 铁总投资 8238 亿 总里程超 12 万公里 http://railway.china.com.cn/2016-
01/17/content_37595624.html 
2015年铁道统计公报  
http://www.moc.gov.cn/tongjishuju/tielu/201603/t20160314_1999755.html 
发 改 委 : 我 国 城 市 轨 道 交 通 已 通 车 3400 公 里  年 投 资 3000 亿 元 
http://finance.china.com.cn/news/20160908/3897764.shtml 
John Scales=Jitendra Sondhi=Paul Amos(2012)「中国铁路:快速而专注的建设经验」『交通运
输专题系列』世界银行驻华代表处 3頁 
 46 
王丽秋＝王 蕾 (2012)「铁路供电自动化设备市场分析与预测」中国鉄路 
〚凯发电气招股说明书〛2014年 177頁 
李玉峰 睿工业MIR「中国轨道交通自动化市场分析」『电气时代〛封面报道2010年第四期  
雷羽「用心缔造城轨时代—天津凯发电气股份有限公司发展纪实」中国高新区 2010年 10月 
吕天文(2013)「中国轨道交通市场深度分析」『电源世界』 
王丽秋=王蕾(2012)「铁路供电自动化设备市场分析与预测」『中国铁路』 2012年5月 
高忠芳 「十余年来中国铁路史研究概述」『广西师范大学学报：哲学社会科学版』第 42卷第
4期 2006年 10月 
黄乃勇「铁路电气化与能源」铁道部科学技术情报研究所 1985年 2月 
伊晓奕「深耕轨交领域 内生外延齐发力—凯发电气调研报告」渤海证券研究所2016年 11月 
「中华人民共和国国民经济和社会发展 第十三个五年规划纲要」中华人民共和国国家发展
和改革委员会 2016年3月 
 
英語： 
Gujun Zhuang,Nan Zhou 2004 “The relationship between power and dependence in 
marketing channels”, Eouropean Journal of Marketing, Vol. 38 Iss 5/6 pp.675-693 
「Balfour Beatty Annual Report and Accounts 2015」(2015) balfourbeatty.com/AR2015 
 
 
 
 
